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抄録
難病・希少疾患に関して，日本は福祉的取り組みや研究に世界的に早くから取り組んできたにもか

かわらず，難病・希少疾患に関する研究に関して，論文数や被引用数，上位10％論文率の観点から研
究力を見た場合，欧米に比べて低い水準となっている．しかし，そうした病気の原因の多くが遺伝子
に何らかの原因があるとされ，地域差も存在することから，アジア唯一の新薬創出国として，日本は
難病・希少疾患に関しての研究力を向上させる必要がある．さらに，2015年の「難病の患者に対する
医療等に関する法律」施行以降の指定難病制度の拡充等に伴い，欧米に比べて少額の予算で，今後よ
り多くの難病・希少疾患の研究を行う必要が生じると予想される．以上から，本研究では平成29年度
の厚生労働省難治性疾患政策研究事業の研究に関して，主に厚生労働省科学研究成果データベース内
の研究班成果報告書を使用し，研究費の多寡に対して有意に寄与する要因を研究班横断的な重回帰分
析により明らかにした．その後，研究事業趣旨への合致を検証したうえで，予算の多寡の原因と今後
の政策の方向性を検討した．なお，外部から取得できる客観的情報をもとに，客観的立場で予算配分
の妥当性を検証する方針を採用した．
「研究年数」「研究班所属人数」「昨年度の論文数」「生体試料の取扱い」「患者登録レジストリの運

営」は研究費が高く配分されるように寄与する一方で，「基礎研究の実行」は研究費が低く配分され
るように寄与することが， 5 ％水準で統計的に有意に示された．これらの要因による研究費の多寡は，
研究事業趣旨に即して合理的に説明されたため，研究費の配分の妥当性が明らかになった．これらの
要因に関して，実際に行われている内容の詳細な検証を通して，特にバイオバンクを含む「生体試料
の取り扱い」と「患者登録レジストリの運営」について，重複した作業を各研究班が別々に行ってい
る例が多く見られ，研究費増加の一因と考えられた．これらの研究内容は，難病・希少疾患の研究に
は特に有効だが，高額になる傾向があると指摘されており，対策として中央集中的な研究基盤整備が
米国などで進められている．
したがって，AMEDの設立等に伴い複数の研究基盤整備が同時に進められていることも考慮し，今

後日本は研究基盤整備事業ごとの適切な棲み分けと連携のもと，難病・希少疾患に特化し，中央から
集中的に作業の支援・代行する研究基盤整備の推進が望まれる．
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I．緒言

昭和40年代に起きたスモン薬害を契機に，1972年に難
病対策要項が策定され，日本は世界に先駆けて難病に対
しての取り組みを開始した[1]．それ以降，オーファン
ドラッグ開発支援を行う「希少疾病用医薬品等開発振
興事業」などが整備され，2015年に「難病の患者に対す
る医療等に関する法律」（通称難病法）が施行された[2]．
このように日本における難病・希少疾患への社会福祉的
な取り組みとそれに伴う難病・希少疾患研究は，早くか
ら行われてきており，長い歴史を持っている．
しかしながら，研究力分析ツールであるInCitesを使

用し，難病・希少疾患研究の量と質の指標として「論文
数」と「上位10％論文割合」を算出すると，日本はアメ
リカやヨーロッパに比べ低い水準である．（図 1 , 2 ）難

病・希少疾患には遺伝子に何らかの原因がある場合が多
く，人種差や地域的偏りにより罹患率が異なり，結果的
に疾患ごとの研究・開発優先順位に差が出ることが予想
される[3]．したがって，日本はアジア唯一の新薬創出
国であることからも，今後研究力を一層向上させること
が期待される [4]．
日本の難病・希少疾患研究予算に注目すると，新事業
設立や移管，AMED（国立研究開発法人日本医療研究開
発機構）の設立などの変化にもかかわらず，概算として
7000疾患近く存在していると言われている難病・希少疾
患に対して，AMED設立 1 年前の2013年から2016年まで
100億円程度に留まっている[5,6]．
2017年には1.5倍の増加が見られたが，日本と同様に
早い時期から難病・希少疾患領域の研究を積極的に行っ
ている米国と比較すると，人口比で調整した場合，希少

キーワード：難病 希少疾患 研究費 バイオバンク 患者登録レジストリ 研究基盤

Abstract
Although Japan started taking measures against intractable and rare diseases earlier than other coun-

tries, the performance of Japan’s research on such diseases has been low compared with Western countries. 
However, as most of such diseases are inheritable and some are unevenly distributed among regions, Japan 
needs to improve its research performance in this field, considering that it is the only Asian country devel-
oping new drugs. Further, the number of Designated intractable/rare diseases has increased since the Act 
on Medical Care for Patients with Intractable/Rare Diseases was implemented. Moreover, Japanese medical 
researchers now need to find treatments for more diseases with a small budget compared to the budget of 
Western countries; consequently, they must improve their research performance.

Therefore, this study first revealed the factors that significantly affect Japan’s research expenses on in-
tractable and rare diseases by using multiple regression analysis. Research materials were mainly reports 
from research groups supported by Health and Labour Sciences Research Grants for research on intractable 
diseases from the Ministry of Health, Labour and Welfare of Japan in FY 2017. After confirming whether the 
increase and decrease in expenses is consistent with the purpose of the research project, we examined the 
causes and considered possible solutions.

The factors of the increase in expenses were as follows: “research period,” “number of research group 
members,” “number of papers published by the research group in the previous year,” “clinical examination 
and biobanking,” and “management of patient registry.” Further, the factors of the decrease in expenses in-
cluded “implementation of basic research.” As all changes were reasonably explained based on the purpose 
of the research project, the research expenses were found to be properly distributed.

However, specifically, quite a few research groups redundantly implemented “clinical examination and 
biobanking” and “management of patient registry” from the beginning by themselves; this seems to be one 
of the causes of the increase in expenses. As both these factors are internationally considered to be effec-
tive in research on such diseases, some countries are trying to build a centralized research infrastructure as 
a countermeasure for their expensive cost. Therefore, in conclusion, considering the rapid construction of 
research infrastructure since the launch of AMED (Japan Agency for Medical Research and Development), 
it is desirable that research infrastructure specialized in intractable and rare diseases be built to support the 
overlapping tasks in a centralized way through cooperation and the appropriate sharing of roles with other 
infrastructure.
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疾患研究予算だけで約13倍の差がある[7-9]．近年の日本
の科学技術費は概ね横ばいであるため，近いうちに予算
上大幅な増額が起きることは期待することができない
[10]．
また，近年世界的に難病・希少疾患の研究においては，

患者登録レジストリとバイオバンクが重要な役割を担う
と言われている[11,12]．そもそも患者登録レジストリは，
登録された患者情報・臨床情報により主に疫学研究・臨
床研究に寄与し，バイオバンクは，保存された様々な生
体試料によりトランスレーショナルリサーチ全般に寄与
することが知られている．これらは，難病・希少疾患特
有の問題から，その整備の必要性が高まっているが，厳
しい品質管理が求められていることから，維持・運営
するためのコストが膨大であることが指摘されている
[13,14]．
そうした現状の中で，日本の難病・希少疾患の社会福

祉政策として，2019年度を目処とした指定難病の追加の
検討が行われ，小児慢性特定疾病の追加も行われている
ほか，新たに患者からの申し出を起点とした指定難病追
加検討制度の開始に向けた話し合いも進んでいる[15,16]．
また，重症度分類を用いて特定医療費支給の適用可否を
判断する指定難病制度への移行に伴って行われた経過措
置が2017年度に終了したことにより，約20％にあたる15
万人が特定医療費支給の対象外となったが，これにより
国は今まで顧みられなかった新たな疾患に対しても社会
福祉的サポートを積極的に行う責任が生じてきている．
以上のことから，指定難病追加の検討に資する情報の

収集を行う厚生労働省所管の「難治性疾患政策研究事
業」において，限られた予算内でより多くの疾患の研究
をしなければならなくなるという問題が生じてくると予
想される[17]．
こうした現状を踏まえ，予算配分に関する公平公正な

客観的立場で妥当性を検証するという方針のもとで，研
究予算に関する実際の複雑な意思決定を再現して評価を
行うのではなく，外部から取得することのできる客観的
情報をもとにして，研究費の多寡を決定する要因を明ら
かにする必要がある．本研究では，難治性疾患政策研究

事業において現在行われている研究内容とそれらに配分
された研究費から，研究費の多寡を決める要因となる研
究内容を研究班横断的な分析により明らかにする．

II．方法

本研究では，厚生労働省難治性疾患政策研究事業に関
する情報を使用し，「研究費」を従属変数とし，研究の
種類等を従属変数とした重回帰分析を行った．
日本において国が資金提供を行っている難病・希少疾
患研究プロジェクトである，厚生労働省難治性疾患政
策研究事業とAMED 難治性疾患実用化研究事業のうち，
前者の厚生労働省難治性疾患政策研究事業に注目した．
その際，研究成果情報が入手可能なことと，指定難病追
加の検討に資する基礎的な情報の収集等の研究を行って
いることを考慮した．さらに，難病情報センターホーム
ページ内にまとめられている平成29年度厚生労働省難治
性疾患政策研究事業内の全115 研究班のうち，「疾患別
基盤研究分野」「領域別基盤研究分野」の95班に限定して，
調査した．なお，主に指定難病と指定難病への追加を検
討している疾患について個別に研究を行っているという
共通性を考慮して，このような限定を行った．
難治性疾患政策研究事業の研究事業趣旨として，難病
法に基づき，難病患者の疫学的調査による実態調査と，
客観的診断基準・重症度分類・診療ガイドライン等の確
立および普及をあげている[12]．そのため，独立変数の
設定として，この研究事業趣旨への合致を検証するため
に，予算の多寡に影響を与えると想定される要因の中で
も，今回は事業趣旨に沿うかを判断するために研究の種
類を主な切り口として採用し，表 1 のもとで連続変数や
実行・非実行の 2 値変数の情報の収集を行った．具体的
には，「研究費」「研究年数」「研究班所属人数」「昨年度
の論文数」「研究対象疾患数」「診療ガイドラインの作成」
「基礎研究の実行」「応用研究の実行」「非臨床試験の実
行」「臨床試験の実行」「生体試料の取り扱い」「患者登
録レジストリの運営」「ホームページの運営」「患者との
交流」を収集した．
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図 1 　難病・希少疾患に関連する論文数の国際比較
Web of Scienceに収載されている1980年から2017年までの”Rare 
diseases”,” Rare disease”,” Orphan disease”,” Orphan diseases”の
いずれかに関連する論文のセットについてInCitesにより論文
数の国際比較を行った．

図 2 　上位10％論文割合の国際比較
Web of Scienceに収載されている1980年から2017年までの”Rare 
diseases”,” Rare disease”,” Orphan disease”,” Orphan diseases”の
いずれかに関連する論文のセットで，「論文数」上位10カ国に
おける「上位10％論文割合」をInCitesにより国際比較した．
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本研究では，資料として主に厚生労働科学研究成果
データベース閲覧システム内の平成29 年度成果報告書
（概要版）を使用した[18]．さらに，適宜成果報告書本
文や研究班ホームペーシも参照した．特に「患者登録
レジストリの運営」「生体試料の取り扱い」に関しては
AMED 難病プラットフォームにおけるレジストリカタ
ログを追加で参照し，「研究費」に関しては厚生労働科
学研究費補助金等の概要（平成29年度）を参照した[19,20]．
特に研究・活動に関する 2 値変数で表される実行・不

実行の判定方法として，最初に 1 名で判定を行った．そ
の後，情報の抽出漏れ防止と判定基準の客観化のため
に，無作為に選んだ複数の研究班の判定項目について他
の 1 名が再度判定を行った．最初の判定との齟齬が，選
択した研究班の全項目の 5 ％未満となるまで判定基準の
修正を繰り返し，最終的に完成した基準で全研究班に関
して判定作業を再度行った．
統計ソフトにはstata15を使用した．多重共線性の指標

として使用するVIF（分散拡大要因）の許容される基準
値を 2 とし，残差の正規分布性を確認する手法として
Kolmogorov-smirnov検定を用いた．

III．結果

連続変数である「研究費」は，約55％が1000万円よ
り少ない金額に収まっている一方，たった 2 例ではあ
るが3500万円を超える研究費の研究班が存在していた．
（図 3 ）
同じく連続変数である「昨年度の論文数」に関し
て，実際には約75％の研究班が50本以下となっていた．
（図 4 ）
「研究対象疾患数」は，難病・希少疾患が一般に7000
近く存在している一方で，現実的には多くの場合 1 つの
班あたり10疾患以下しか扱うことができていなかった．
（図 5 ）
実行の有無で判定された情報に関して，96％の研究班
は「診療ガイドラインの作成」を行っていた．（表 2 ）
「研究費」の多寡を決定する要因候補に関して，ロバ
スト標準誤差を使用した研究班横断的な重回帰分析の結
果を次に示す．（表 3 ）
これより，「研究費」の多寡に 5 ％水準で統計的有意

に影響を与えるのは，「研究年数」「研究班所属人数」「昨

表 1 　研究班に関して収集した情報と分類・判定基準
情報収集源においては，次のように略称を使用した．
「厚生労働科学研究成果データベース閲覧システム」＝DB，「難病プラットフォーム」＝RADDAR「厚生労働省ホームページ」＝
MHLW，「研究班ホームページ」＝HP，「難病情報センター」＝NC

変数の性質 情報収集項目 情報収集源 内容
従属変数 連続変数 研究費 MHLW 交付決定額の値を使用した．

独立変数・統制変数 連続変数
研究年数 DB 「開始年度 ]と「終了予定年度」を用いて算出した．

研究班所属人数 DB
「研究代表者」と「研究分担者」の人数を合計して
算出した．

独立変数

連続変数
昨年度の論文数 DB

平成 28 年度における同等の研究班の「研究成果の
刊行に関する一覧表」を使用した．

研究対象疾患数 DB,HP,NC
研究班が分担して研究をしている疾患を合計して
算出した．

2値変数

診療ガイドラインの作成 DB,HP
診療ガイドラインの作成を実行している場合を算
入した．

基礎研究の実行 DB
マウス・ラットなどの動物や細胞の使用により病
態の解明を目的とした基礎研究を実行している場
合を算入した．

応用研究の実行
DB バイオマーカーや診断指標の発見，治療法の検討

などの実臨床での利用を目的とした応用研究を実
行している場合を算入した．

非臨床試験の実行 DB 非臨床試験を実行している場合を算入した．
臨床試験の実行 DB,HP 臨床試験を実行している場合を算入した．

生体試料の取り扱い DB,HP,RADDAR
診断や研究目的の収集・検査，またはバイオバン
ク的利用を考えた保存・管理を現在行っている場
合を算入した．

患者登録レジストリの運営 DB,HP,RADDAR
収集内容や規模にかかわらず，現在患者登録レジ
ストリを運営している場合を算入した．

ホームページの運営 DB,HP
研究班により運営されている HPがある場合を算
入した．

患者との交流 DB,HP

患者会の支援，市民講座の開催，専門医の紹介や
メールでの相談受付など，研究班員個人としてで
はなく研究班として，患者と交流を行っている研
究班を算入した．
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年度の論文数」「基礎研究の実行」「生体試料の取り扱い」
「患者登録レジストリの運営」であった．

VIFはすべて 2 以下であり，Combined K-Sのp値は0.432
であった．

IV．考察

 1 ．「研究年数」「研究班所属人数」
「研究年数」と「研究班所属人数」は増加するにつれ

図 3　「研究費」のヒストグラム（N=95）

図 4　「昨年度の論文数」のヒストグラム（N=95）

図 5　「研究対象疾患数」のヒストグラム（N=95）

表 2 　実行の有無で判定された情報の度数分布表（N=95）

表 3 　研究班横断的な重回帰分析（N=95）
　 回帰係数（円） p値 標準化係数
定数 -18,300,000 <0.001* 　
研究年数 6,653,545 <0.001* 0.316
研究班所属人数 386,345 　0.001* 0.358
昨年度の論文数 50,532 　0.012* 0.200
診療ガイドラインの作成 1,392,512 　0.607 0.295
基礎研究の実行 -6,118,162 <0.001* -0.113
応用研究の実行 -1,013,825 　0.471 -0.032
非臨床試験の実行 ―
臨床試験の実行 5,028,372 　0.153 0.118
生体試料の取り扱い 3,206,703 　0.022* 0.167
患者登録レジストリの運営 3,730,561 　0.022* 0.183
ホームページの運営 1,177,984 　0.555 0.062
患者との交流 65,472 　0.967 0.003
R2 値 0.6211
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て，「研究費」の増大に寄与することがわかった．これは，
それらの増加により分担研究という形で研究班が行う研
究内容が増加し，「研究費」の増加が必然的に生じるため，
今回は統制変数として使用した．

 2 ．「昨年度の論文数」
「昨年度の論文数」は，一本増加するにつれて，「研

究費」は約 5 万円程度増加することがわかった．これは，
通常の科学コミュニティにおいて論文数が一定の評価基
準となっているのと同じく，難治性疾患政策研究事業に
おいても論文数が成果として評価されているということ
が考えられる．

 3 ．「基礎研究の実行」
基礎研究を実行している場合，「研究費」は約600万円

程度減少することがわかった．これは，難治性疾患政策
研究事業の趣旨である疾患の実態把握や客観的診断基準
等の作成に直接的には合致していないことから，予算配
分は抑えられていると考えられる．難病や希少疾患に関
するこうした基礎研究は，AMEDの「難治性疾患実用化
研究事業」において，創薬研究まで射程に入れた形で重
点的に行われているということから，国による施策とし
ては適切な棲み分けが行われているということが考えら
れる．

 4 ．「生体試料の取り扱い」「患者登録レジストリの運営」
生体試料を取り扱った研究を行っている場合，「研究

費」は約320万円増加することがわかった．「生体試料の
取り扱い」には，難病や希少疾患の診断やバイオマー
カー探索などの生体試料を利用した研究を目的とした検
査・収集を行う場合と，バイオバンクを一定程度念頭に
置いた形で他の施設で行われる研究や将来の研究に利用
される可能性を考慮して保存・管理を行う場合が見られ
た．これらはともに客観的診断基準等の作成に資するた
め，難治性疾患政策研究事業の事業趣旨に合致しており，
研究費の適正配分がおこなわれていると考えられる．
「患者登録レジストリの運営」に関しては，患者登

録レジストリを運営し，利用した研究を行っている場
合，「研究費」は約370万円増加することがわかった．ク
リニカルイノベーション・ネットワークの國土班の研究
において，大小様々な日本全国の患者登録レジストリの
運営・維持に毎年約100万円必要であるということが示
されているが，本研究では難治性疾患政策研究事業に限
定しているため，科学的研究に利用可能な患者登録レジ
ストリに必要な金額が明らかになったと考えられる[21]．
こうした患者登録レジストリを利用した研究は難病患者
の疫学的調査による実態調査に資することから，難治性
疾患政策研究事業の事業趣旨に合致しており，研究費の
適正配分が行われていると考えられる．
しかしながら，詳しく内容を精査したところ，こ

の 2 つの研究内容のそれぞれにおいて，各研究班が重複

した作業を行っていることが見られ，実際にそうしたこ
とはしばしば指摘されてきている[14]．
すなわち，「生体試料の取り扱い」におけるバイオバ
ンクを念頭に置いた保存・管理において，国立研究開発
法人医薬基盤・健康・栄養研究所内の難病資源研究室が
一部その役割を果たしているものの，日本には現在難
病・希少疾患に特化した大規模な国家的バイオバンクが
存在しないことから，複雑な手続きや作業を経て各々の
文脈の中で繋がりの深い全国各地の小規模バイオバンク
に散逸的に保存する場合や，独自に大きな金銭的負担の
もとで整備し，保存する場合が見られた[22]．
「患者登録レジストリの運営」において，各研究班が
収集する患者情報の選定や二次利用等の使用範囲を確定
する同意文書等の作成，そして国の間接的保証に見合っ
た堅固で安全なシステムの構築とその後の維持・運営を
それぞれに行っていることが見られた．
また，近年世界的には難病・希少疾患の研究において
は，進行中のRaDarプログラムなど，患者登録レジスト
リとバイオバンクの整備の必要性が高まっているものの，
科学的研究に耐えうる質を担保しながら維持・運営する
ためのコストは膨大であることから，コスト削減を目的
とした大規模集約化の試みがなされている[23,24]．
以上のことを踏まえ，さらに近年AMEDの設立等に伴

い様々な研究基盤整備が同時に進められていることも考
慮すると，難病・希少疾患に特化して中央から安全性を
担保し，集中的に複雑かつ煩雑な作業を代行・支援する
ような，内容上の重複を回避した研究基盤整備が推奨さ
れる．具体的には，難病・希少疾患に特化した国家的バ
イオバンクを整備すること，そして難病プラットフォー
ムやクリニカルイノベーション・ネットワークなどを懸
念されている内容的重複のない形で引き続き進めていく
ことで，患者登録レジストリ構築上のノウハウやプラッ
トフォームを提供するといったことが考えられる．
一方，「生体試料の取り扱い」における診断や研究を
目的とした収集・検査においては，研究対象疾患の中の
ある難病・希少疾患に関しての診断や研究を専門的に
行っている研究者・研究施設が存在しており，そこで集
中的に行われていることが見られた．しかしながら，各
疾患に対しての診断手法や専門家の情報を得るためには
詳細な情報収集が必要であることから，総覧的に検索で
きることが好ましいと考えられる．

 5 ．統計的妥当性
本研究の統計的妥当性に関して多重線形性に関して
は，VIFがすべて 2 以下であることから，全ての独立変
数同士の関連は小さいと考えられる．また，Kolmogor-
ov-smirnov検定により， 5 ％水準で統計的に帰無仮説が
棄却されずに，残差を正規分布とみなすことができると
示唆される．
したがって，今回の分析は重回帰分析の仮定に反して
はいないと考えられる．
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 6 ．解釈上の因果性
一般的に研究費の金額は，研究計画や研究内容を精査

した上で，厚生労働省が研究プロジェクトを採択した後
に，研究班からの概算金額要求の妥当性の検討と最終的
な承認を経て，決められていくことが知られている．こ
うした一般的な研究費が決定される際の論理的・時系列
的枠組みから，今回検出された要因は研究費の多寡を因
果的に決定していることが示唆され，逆因果の可能性は
否定される．

V．本研究の限界

今回，データ抽出の主な情報源として成果報告書（概
要版）を用いたが，より詳細な分担報告書は一部しか検
討対象としておらず，また，手作業で行われたために実
行・不実行の情報に関して収集漏れが生じている可能性
がある．さらに，複数人で検討を行ったものの，分類・
判定上のばらつきや不統一が存在していることがある．
こうしたことから，全研究班の分担報告書まで含めた成
果報告書全体は膨大であることも考慮し，今後，自然言
語処理などの計算機による処理を行う必要があると思わ
れる．
一方で，実行したにもかかわらず成功しなかった研究

内容や，「患者との交流」などの自然科学の研究成果と
してあまり評価されない内容などに関して，成果報告書
に記載しないという報告バイアスが存在している可能性
を否定できない[25]．本来，国の研究費により行なわれ
ている研究内容は透明性やアカウンタビリティーの観点
から全て漏れなく報告される必要があるが，他の研究者
たちとの比較を意識し，医学やライフサイエンスの分野
では失敗した研究を報告しないことで，一般的に言われ
る報告バイアスが生じていることは容易に想定される．
また，特に「患者との交流」といった活動に関しては，
英国のINVOLVE等を代表として，世界各国でPatient and 
Public Involvement(PPI)という形で推進されているもの
の，日本ではそうした取組の推進は開始したばかりであ
るため，報告バイアスが強く生じていることが考えら
れる[26,27]．また，British Medical Journal(BMJ)におい
てPPIの活動の報告義務を課しているケースを除き，自
然科学の研究成果として評価されておらず，実際にBMJ 
でのPPI 報告の現状調査においてでさえ，研究者から患
者との交流を行っていたとしても，患者の関与に関する
報告が実際より過小になっていることが指摘されている
[28]． そのため，成果報告書においても同様に報告のも
れが生じている可能性は高いと考えられる．今後はこう
した問題への対処として，より厳密に行っている研究内
容を把握するために研究代表者への直接のインタビュー
や，厳密性は落ちるが実行可能性を考慮した上で，アン
ケートの郵送調査などをおこなうことが考えられる．
最後に，日本の難病・希少疾患研究全体を検討するた

めに今回対象としなかったAMEDの難治性疾患実用化研

究事業に関しても，同様の研究を行う必要があると考え
られる．

VI．結論

厚生労働省難治性疾患政策研究事業においては，通常
の科学コミュニティと同じく，論文数が成果として評価
されており，基礎研究においてはAMEDとの棲み分けに
より配分が抑制されていることがわかった．患者登録レ
ジストリとバイオバンク等の生体試料の取扱いは予算の
増大に寄与しており，その一因として，各班が別々に重
複した作業内容を行っていることが考えられるため，中
央からの研究基盤整備が乱立することによる内容の重複
を回避し，適切な棲み分けと連携のもと，難病・希少疾
患に特化し，中央から集中的に作業の支援・代行する研
究基盤整備の推進が望まれる．

利益相反

なし．
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